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うにすることを目的に，都道府県社会福祉
協議会を実施主体として運営されている。
本資金の貸付けに関する相談，申請手続
は，市町村社会福祉協議会で行っている。

・市町村社会福祉協議会（http://www.
shakyo.or.jp/links/sichouson.html）

○　児童扶養手当・母子寡婦福祉資金貸付
金に関する相談
市区町村の子ども・子育て支援担当課
が，児童扶養手当（ひとり親家庭等（母子
家庭，父子家庭，配偶者からの暴力で裁判
所からの保護命令が出された場合等）に対
して支給される手当）や，母子寡婦福祉資
金貸付金（母子家庭の母やその扶養してい
る児童などに対して児童の修学に必要な資
金などのために貸し付けられる貸付金）に
関する相談に応じており，申請手続を行っ
ている。
なお，平成26年10月から，父子家庭を対
象とした福祉資金貸付制度が開始される。

・市区町村の子ども・子育て支援担当課

ウ　医療費の負担軽減
○　保険診療に関する相談
医療機関から「犯罪被害については医療
保険が利用できない」と言われたときは，
地方厚生（支）局が相談に応じている。地
方厚生（支）局では，犯罪被害者であるこ

とをもって保険診療を拒むことは法律上認
められていないため，仮に保険診療の実施
を拒まれる事例があれば，当該医療機関に
対して適切な指導を行っている。

・地方厚生（支）局（http://www.mhlw.
go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/

chihoukouseikyoku.html）

○　高額な医療費に関する相談
公的医療保険の相談窓口（会社員等の方
は健康保険組合や協会けんぽ支部等，自営
業等の方は市区町村の国民健康保険担当課
等）が相談に応じており，高額療養費制度
の申請手続を行っている。また，高額療養
費の貸付（立替）制度に関する相談対応や
申請手続も行っている。
また，市区町村によっては，乳幼児医療
費助成やひとり親家庭医療費助成などを
行っているところがあり，これらの助成に
ついて相談したいときは，市区町村の子ど
も・子育て支援担当課が相談に応じてい
る。

・市区町村の国民健康保険担当課，子ど
も・子育て支援担当課
・健康保険組合（http://www.kenporen.

com/kumiai_list/kumiai_list.shtml）
・協会けんぽ支部（http://www.

kyoukaikenpo.or.jp/g7/cat710/
sb7130/sbb7131/1762-620）

５	 加害者の処分に関連する問題

犯罪被害者等の多くは，捜査や刑事裁判等
を通じて，事件の真相及び責任の所在が明ら
かになることを願っている。また，適正な処
罰によって，正義が回復されたとの実感を得
られること，特に，被害者等が自ら刑事手続
に関与することが，精神的被害の回復に資す
る面も大きい。
ここでは，加害者の処分に関する犯罪被害
者等の要望についての主な相談先等を紹介す
る。

⑴　手続への関与
ア　制度・諸手続についての説明
○　一般的な相談
都道府県警察，検察庁，日本司法支援セ
ンター，保護観察所が相談に応じている。
都道府県警察の被害相談窓口や事件を担
当する警察署では，被害者参加制度などの
刑事手続や裁判で利用できる制度について
の情報や，各種相談機関・窓口についての
情報を掲載した「被害者の手引」を活用し
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た説明を行っているほか，検視，司法解剖
に関する手続についても，パンフレットを
活用し，遺族に対して説明を行っている。
全国の検察庁には被害者支援員が配置さ
れており，事件記録の閲覧や証拠品の返還
などの各種手続の説明や手助けを行うほ
か，犯罪被害者等からの相談内容に応じて
関係機関や団体等を紹介している。また，
検察庁には被害者ホットラインが設置され
ており，電話やファックスでの問合せも受
け付けている。
事件を担当する検察官は，犯罪被害者保
護・支援のための諸制度について分かりや
すく解説した犯罪被害者等向けパンフレッ
ト「犯罪被害者の方々へ」を活用するなど
して説明を行っている。
日本司法支援センターでは，最寄りの地
方事務所や犯罪被害者支援ダイヤルにおい
て，刑事手続への適切な関与を図るための
法制度に関する情報の提供を行っている。
保護観察所では，専任の被害者担当官及
び被害者担当保護司が，主に，刑事裁判が
終了した後又は加害者が保護処分を受けた
後の犯罪被害者等の悩みや不安に関する相
談に応じ，犯罪被害者支援に必要な情報を
提供するなどしている。
なお，事件を担当する裁判所では，裁判手
続に関する犯罪被害者等のための制度の利
用を希望する者に対する説明を行っている。

・都道府県警察の被害相談窓口
（http://www.npa.go.jp/higaisya/shien/

prf/index.htm）
・事件を担当する警察署
・最寄りの検察庁の被害者ホットライン

（http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji_
keiji11-9.html）

・事件を担当する検察官
・最寄りの日本司法支援センター地方事務
所（全国各都道府県50か所）

（http://www.houterasu.or.jp/
chihoujimusho/）

・犯罪被害者支援ダイヤル
（0570-079714「なくことないよ」）

・最寄りの保護観察所（被害者専用番号）
（http://www.moj.go.jp/hogo1/soumu/

hogo_victim03.html）
・事件を担当する裁判所（http://www.

courts.go.jp/map.html）

イ　加害者の捜査・公判状況等に関する
情報
○　捜査状況等に関する相談
都道府県警察，海上保安庁が相談に応じ
ている。
都道府県警察では，原則として，身体犯
や重大な交通事故事件の被害者等に対し
て，事件を担当する捜査員から，被疑者検
挙までの捜査状況，被疑者の検挙状況，逮
捕被疑者の処分状況等について，連絡を
行っている（被害者連絡制度）。連絡を希
望しないときは，事件担当捜査員に申し出
ることができる。また，事件担当捜査員
は，被害者連絡制度の対象となっていない
被害者等からの相談にも応じている。
海上保安庁では，捜査の状況，被疑者の
逮捕や検察庁への送致状況などを，捜査上
支障のない範囲内で事件担当捜査員が犯罪
被害者及びその家族に連絡している。

被害者連絡制度の概要

提供：警察庁

・都道府県警察の事件担当捜査員
・海上保安部署の事件担当捜査員

○　公判状況等に関する相談
検察庁が相談に応じている。
事件を担当する検察官は，被害者等に対
し，事件の処理結果，公判期日，裁判結果
等についての通知の希望の有無を確認し，



18

希望する者にこれらの情報を通知している
（被害者等通知制度）。同制度についての相
談は，事件を担当する検察官や最寄りの検
察庁の被害者ホットラインで応じている。

・事件を担当する検察官
・最寄りの検察庁の被害者ホットライン

（http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji_
keiji11-9.html）

ウ　訴訟記録の閲覧・謄写
○　訴訟記録の閲覧・謄写の申出先
事件を担当する裁判所では，被害者等か
らの訴訟記録の閲覧・謄写の申出を受け付
けている。
また，閲覧・謄写をしようとする事件の
被告人等により行われた，その事件と同種
の犯罪行為の被害者（同種余罪の被害者）
等についても，損害賠償を請求するために
必要があると認める場合であって，相当と
認められるときには，閲覧・謄写ができる
こととされており，当該同種余罪の事件を
担当する検察官が申出を受け付けている。

・事件を担当する裁判所
（http://www.courts.go.jp/map.html）

・同種余罪の事件を担当する検察官

エ　不起訴記録の開示
○　不起訴記録の開示に関する相談
検察庁が相談に応じている。
不起訴記録を保存する検察官は，不起訴
記録は非公開が原則であるが，被害者参加
制度の対象となる事件の被害者等について

は，「事件の内容を知ること」などを目的
とする場合でも，捜査・公判に支障を生じ
たり，関係者のプライバシーを侵害しない
範囲で，実況見分調書などを開示し，弾力
的な運用に努めている。それ以外の事件の
被害者等についても，民事訴訟などにおい
て被害回復のため損害賠償請求権その他の
権利を行使するために必要と認められる場
合には，捜査・公判に支障を生じたり，関
係者のプライバシーを侵害しない範囲で，
実況見分調書などを開示している。
また，不起訴裁定の主文，不起訴裁定の
理由の骨子を知りたいときは，事件を担当
する検察官が通知希望の申出を受け付けて
おり，被害者等に通知している。

・記録を保存する検察官
・事件を担当する検察官

オ　刑事手続への参加
○　被害者参加制度に関する相談
検察庁が相談に応じている。
一定の事件の刑事裁判への参加希望は，
事件を担当する検察官が受け付けており，
申出を受けた検察官は，被害者が刑事裁判
に参加することに対する意見を付して裁判
所に通知している。裁判所から参加を許さ
れた犯罪被害者等（以下「被害者参加人」
という。）は，原則として公判期日に出席
できるとともに，一定の要件の下で証人の
尋問や被告人に対する質問，意見の陳述が
できる（被害者参加制度）。

・事件を担当する検察官
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被害者参加制度

提供：法務省

カ　少年審判における被害者配慮制度

○　少年審判における被害者配慮制度の
案内
家庭裁判所で案内している。
事件を担当する裁判所では，犯罪被害者
等からの申出に応じ，少年事件記録の閲
覧・謄写，心情や意見の陳述，審判の傍
聴，審判状況の説明，審判結果等の通知に
関する手続を行っている。また，申出がで
きる方の範囲や必要書類など詳しいこと
は，最寄りの家庭裁判所でも案内してい
る。

・事件担当又は最寄りの家庭裁判所
（http://www.courts.go.jp/map.html）

⑵　判決確定・保護処分決定後の加害者
に関する情報
ア　有罪裁判確定後の加害者・保護処分を
受けた加害少年の処遇状況等に関する
情報
○　加害者・加害少年の処遇状況等に関す
る相談
有罪裁判確定後の加害者の処遇状況等に
ついて知りたいときは，事件を担当する検
察官が通知希望の申出を受け付けている。
申出を受けた検察官等は，加害者の受刑中
の処遇状況に関する事項，地方更生保護委
員会は，仮釈放審理に関する事項，保護観
察所は，保護観察の開始・終了・保護観察
中の処遇状況に関する事項について通知し
ている。
また，保護処分を受けた加害少年の処遇
状況等について知りたいときは，少年鑑別
所及び保護観察所が通知希望の申出を受け
付けている。少年院送致処分を受けた加害
少年に関しては，少年鑑別所が申出を受け
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付け，少年院は，少年院における処遇状況
に関する事項，地方更生保護委員会は，仮
退院審理に関する事項，保護観察所は，保
護観察の開始・終了・保護観察中の処遇状
況に関する事項について通知している。保
護観察処分を受けた加害少年に関しては，
保護観察所が申出を受け付け，保護観察中
の処遇状況に関する事項などについて通知
している。
加害少年が少年院送致処分を受けたの
か，保護観察処分を受けたのか不明なとき
などは，事件を担当する検察官においても
相談に応じている。

・事件を担当する検察官
・少年鑑別所（http://www.moj.go.jp/

kyousei1/kyousei_kyouse16-05.html）
・保護観察所（http://www.moj.go.jp/

hogo1/soumu/hogo_victim03.html）

イ　保護観察中の加害者への心情等の伝達
○　心情等伝達制度に関する相談
犯罪被害者等が保護観察中の加害者に被
害に関する心情等を伝えたいときは，犯罪
被害者等の住所地の都道府県にある保護観
察所が申出を受け付けている。申出を受理
した保護観察所は，犯罪被害者等から被害
に関する心情，犯罪被害者等の置かれてい
る状況等を聴取し，保護観察対象者に伝達
している（心情等伝達制度）。

・住所地の都道府県にある保護観察所
（http://www.moj.go.jp/hogo1/soumu/

hogo_victim03.html）

ウ　加害者の仮釈放・仮退院についての
意見等
○　意見等聴取制度に関する相談
加害者の仮釈放・仮退院の審理において，

犯罪被害者等が意見等を述べることを希望
するときは，仮釈放・仮退院の審理を行って
いる地方更生保護委員会又は犯罪被害者等
の住所地の都道府県にある保護観察所が申
出を受け付けている。聴取した意見等は，仮

釈放等を許すか否かの判断に当たって考慮
されるほか，許す場合には，保護観察の実
施に当たって考慮される（意見等聴取制度）。
なお，審理の開始や結果は，被害者等通
知制度を利用することによって知ることが
できる。

・仮釈放・仮退院の審理を行っている地方
更生保護委員会
（http://www.moj.go.jp/hogo1/soumu/

hogo_victim03.html）
・住所地の都道府県にある保護観察所
（http://www.moj.go.jp/hogo1/soumu/

hogo_victim03.html）

⑶　刑事手続に付随する経済的負担の軽減
○　被害者参加人のための旅費等支給制度
事件を担当する検察官，日本司法支援セ
ンターのほか，事件を担当する裁判所でも
請求手続に関する相談に応じている。
被害者参加人のための旅費等支給制度と
は，被害者参加制度を利用して刑事裁判に
出席した犯罪被害者等に対し，国から，旅
費，日当などが支払われる制度である。旅
費等の支給を希望する被害者参加人は，刑
事裁判の公判期日等に出席したときに，裁
判所を経由して，支援センターに請求書及
び資料を提出する。請求書及び資料の提出
は，事件を担当する裁判所が受け付けてい
る。請求手続が完了すると，支援センター
から被害者参加旅費等が支払われる。

被害者参加旅費等支給の流れ

被害者参加人 裁判所

日本司法支援センター
（法テラス）

①

②

③
請求書等
の提出

請求書等や公判期日等
の出席証明書の送付等

旅費等
の支給

提供：法務省
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・事件を担当する検察官
・日本司法支援センター地方事務所（全国
各都道府県50か所）

（http://www.houterasu.or.jp/
chihoujimusho/）

・犯罪被害者支援ダイヤル
（0570-079714「なくことないよ」）

・事件を担当する裁判所（http://www.
courts.go.jp/map.html）

○　国選被害者参加弁護士の選定に関する
相談
国選被害者参加弁護士の選定を希望する
ときは，日本司法支援センターが申出を受
け付けている。
資力が一定の基準額に満たない被害者参
加人は，裁判所に対し，国選被害者参加弁
護士の選定を求めることができる。

国選被害者参加弁護士の選定の流れ

提供：法務省

・日本司法支援センター地方事務所（全国
各都道府県50か所）

（http://www.houterasu.or.jp/
chihoujimusho/）

・犯罪被害者支援ダイヤル
（0570-079714「なくことないよ」）


